様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年　6月　29日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）きやのんかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 キヤノン株式会社
（ふりがな）みたらい ふじお
                        　  （法人の場合）代表者の氏名  御手洗 冨士夫  印
住所　〒146-8501 東京都大田区下丸子3-30-2

法人番号　6010801003186　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①サステナビリティレポート2021
②キヤノンフロンティア2021

	公表日
	①2021年4月26日
②2021年3月18日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①https://global.canon/ja/csr/report/pdf/canon-sus-2021-j.pdf
②https://global.canon/ja/technology/pdf/canon-frontier-2021-j.pdf

	記載内容抜粋
	AIやIoT、5Gといったデジタル技術を用いて社会や経済、産業構造を変革するDXの動きが加速しており、法制度やルール、社会慣習などの抜本的な改革も含めて、社会全体でデジタル化を進める動きが世界的な潮流となっています。
2021年より、新たな5カ年の中長期経営計画「グローバル優良企業グループ構想フェーズⅥ」をスタートさせ、「生産性向上と新事業創出によるポートフォリオの転換を促進する」という方針のもと、事業をより大きく、産業別に括り直し、それぞれの技術を組みあわせて、社内にいわゆる「化学反応」を起こし、さまざまな製品やソリューションを提供していきます。
今後は、DXやスマートシティなど、デジタル化が一層進展する社会の中で、キヤノンは外部からさらに新たな技術を取り入れて、グループがもつさまざまな技術と組みあわせることでイノベーションを推進し、持続可能な社会の実現に貢献し続けます。
キヤノンでは、ステークホルダーからの注目を踏まえ、人々の安全・安心・快適、そして豊かな生活の実現に向けて、デジタル社会への変革を支援・推進することや、医療の進化への貢献、イメージング技術の産業分野への展開など、さまざまな事業活動に取り組んでいきます。

＜研究開発＞
グローバル優良企業グループ構想PhaseⅥに沿って、3つの方向で研究開発を強化していきます。まず、基盤要素技術と価値創造基盤技術のさらなる強化です。第二は、強いコア技術と基盤要素技術にもとづき次なる事業の芽を創出していきます。最後に、時代の要請に応じたイノベーション型の技術開発を強化します。特に、さまざまなサービスの結合を可能とするサイバー（仮想）空間と人との接点であるフィジカル（現実）空間、これらを高度に融合するサイバー＆フィジカルシステムに注目しています。フィジカル領域において世界トップレベルのコア技術に、高度なサイバー技術をアライアンスなども活用しながら取り込み、一歩先を行くサイバー＆フィジカル技術を開発していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	決裁規定等の社内規定に基づき、代表取締役会長兼社長及び代表取締役副社長により承認を得た公表媒体に記載されている事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 サステナビリティレポート2021
2 グローバル優良企業グループ構想Phase VI
3 キヤノン公式サイト>テクノロジートップ>技術の価値を高める基盤>生産技術>試作レスを実現する仮想検証技術

	公表日
	1 2021年4月26日
2 2021年4月15日
3 2019年8月8日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://global.canon/ja/csr/report/pdf/canon-sus-2021-j.pdf
2 https://global.canon/ja/vision/strategies.html
https://global.canon/ja/vision/strategies-more.html#business_area 
3 https://global.canon/ja/technology/support26.html

	記載内容抜粋
	「グローバル優良企業グループ構想フェーズⅥ」における、
· 主要戦略の第一は「産業別グループへの全社的組織再編による事業競争力の強化」です。
· グループ内の技術交流を深めて、事業間のシナジー効果を生み出し、現行事業のさらなる強化と新規事業の創出をめざして、事業部とグループ会社を、プリンティング、イメージング、メディカル、インダストリアルの4つのグループに再編成します。
· 戦略のサマリは、グローバル優良企業グループ構想Phase VIを参照ください。
· 戦略の詳細は、グローバル優良企業グループ構想Phase VIの「詳細へ」を参照ください。
· 主要戦略の第二「本社機能の徹底強化によるグループ生産性の向上」です。
· 戦略のサマリは、グローバル優良企業グループ構想Phase VIを参照ください。
· 戦略の詳細は、グローバル優良企業グループ構想Phase VIの「詳細へ」を参照ください。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	[bookmark: _GoBack]決裁規定等の社内規定に基づき、代表取締役会長兼社長及び代表取締役副社長により承認を得た公表媒体に記載されている事項



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	グローバル優良企業グループ構想Phase VI
https://global.canon/ja/vision/strategies-more.html#business_area

	記載内容抜粋
	· 「産業別グループへの全社的組織再編による事業競争力の強化」にむけて、
· IT技術の急速な進展にともなって生まれた多様なニーズに対応するために、製品別事業部から産業別グループへと再編成。各グループ内で技術を組み合わせてシナジー効果を生み出し、新製品開発と製造部門の生産性と質の向上を図ります。
· 「本社機能の徹底強化によるグループ生産性の向上」にむけて、
· 産業別グループの成長戦略を支えるために本社機能を強化し、全体最適を図ります。
· また、「新しい事業ポートフォリオに沿った人材を育成する（新時代のソフトウエア技術者を育成）」のため、
· AI、IoTの時代を迎え、AIの活用による製品の差別化、製造現場でのIoT対応など、ソフトウエア開発の需要が拡大しています。2018年、キヤノンはソフトウエア技術者を育成する研修施設「CIST（Canon Institute of Software Technology）」を新設。
新入社員や職種転換者向けの講座をはじめ、スキルアップ研修、事業を牽引するトップレベルのエンジニア育成まで、充実したカリキュラムを用意しています。
さらに今後は、データサイエンティスト、AI、セキュリティなど多様な講座を開設し、技術者のレベルアップと製品開発力の強化を図っていきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	試作レスを実現する仮想検証技術
https://global.canon/ja/technology/support26.html

	記載内容抜粋
	· 「本社機能の徹底強化によるグループ生産性の向上」における、事業貢献のためのイノベーションへ注力として、各事業グループに貢献する新技術の研究開発をさらに強化します。
· 新製品の開発・試作段階で、さまざまな仮想検証技術を活用し、試作回数を減らす試作レスのものづくりに取り組んでいます。
· これらの仮想検証技術は、キヤノンの共通技術として製品の開発に活用され、中核となるCAE技術では、スーパーコンピューターを駆使した大規模かつ複雑な解析を行なうことで、「試作レス」を現実のものとしています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 サステナビリティレポート2021
2 2021年第1四半期 決算説明会 説明資料
3 2021年第1四半期 決算短信

	公表日
	1 2021年4月26日
2 2021年4月26日
3 2021年4月26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://global.canon/ja/csr/report/pdf/canon-sus-2021-j.pdf
2 https://global.canon/ja/ir/conference/pdf/conf2021q1j.pdf
3 https://global.canon/ja/ir/results/2021/rslt2021q1j.pdf

	記載内容抜粋
	1 サステナビリティレポート2021より抜粋
フェーズⅥの最終年度である2025年には、キヤノン史上最高を記録した2007年の業績を上回り、売上高4兆5,000億円を達成したいと思います。営業利益率は12%以上、純利益率は8%以上、株主資本比率は60%以上を目標とします。
2 2021年第1四半期 決算説明会 説明資料
ビジネスユニット別のPL（1Q）は、「2021年第1四半期 決算説明会 説明資料」のP4にサマリを記載しています。
ビジネスユニット別のPL（年間）は、「2021年第1四半期 決算説明会 説明資料」のP8にサマリを記載しています。
3 2021年第1四半期 決算短信
決算説明会 説明資料に提示しているビジネスユニット別のPLに関する詳細説明は、「2021年第1四半期 決算短信」のPDF P6「（2）事業の種類別セグメントの状況」に記載しております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2021年4月26日
2 2021年3月4日

	発信方法
	1 https://global.canon/ja/csr/report/pdf/canon-sus-2021-j.pdf
2 https://global.canon/ja/ir/conference/pdf/housin2021ceo.pdf

	発信内容
	1 サステナビリティレポート2021
ステークホルダーに対してキヤノンの取り組みを説明したサステナビリティレポートにおいて、2021年から始まった5カ年の中期経営計画をCEOメッセージとして発信しています。
2 経営方針説明会　説明資料
5カ年計画の戦略「グローバル優良企業グループ構想フェーズVI」の具体的な進め方について、CEO自らの説明で投資家に向けて情報を発信しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年10月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己診断を実施




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年1月頃　～　2020年12月頃

	実施内容
	キヤノンは、情報セキュリティを重要な経営課題と捉え、情報セキュリティ規程の基本理念をもとに、グループ全体で取り組むためのマネジメント体制を確立しています。この体制のもと、情報セキュリティ対策として「内部からの情報漏えい対策」「外部からのサイバー攻撃対策」、その他の対策として「生産設備のセキュリティ対策」「従業員の意識向上に向けた情報セキュリティ教育」を実施しています。
・リスクマネジメント委員会への報告体制
・グループ情報セキュリティルールの策定
・情報セキュリティ監査の実施
・CSIRTの設置
・情報漏洩対策（アクセス制限、社外持ち出し管理など）
・生産設備のセキュリティ対策（不正通信監視、セキュリティ監査の実施など）
・情報セキュリティ教育（研修、標的型攻撃メール対応訓練など）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

